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要　約
　Qualcomm は，移動体通信モデムチップの研究開発力と堅牢な特許ポートフォリオを武器として，長きに
渡りモデムチップおよび携帯電話の業界を席巻してきた。米国 FTC は，Qualcomm の「ノーライセンス，
ノーチップス」ポリシーに基づくモデムチップの販売と特許ライセンスの一連の商慣行は競合チップメーカー
および端末メーカーに対する反競争的行為であるとして提訴した。一審の連邦地裁が FTC の主張を認める判
決をしたところ，Qualcomm は控訴した。2020 年 8 月，第 9 巡回区控訴裁判所は，Qualcomm の商慣
行は超競争的であっても反競争的ではないと判示し，Qualcomm の商慣行が競争法に違反するとした地裁の
判決は誤りであるとして破棄した。本稿では FTC v. Qualcomm 控訴審判決の全貌について説明する。
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1.はじめに
　Qualcomm は，移動体通信モデムチップ（以下，

「モデムチップ」）の研究開発力と堅牢な特許ポート
フォリオを武器として，長きに渡りモデムチップおよ
びモデムチップが利用される携帯電話の業界を席巻し
て き た。 米 国 連 邦 取 引 委 員 会（Federal Trade 
Commission，以下，「FTC」）は，Qualcomm の「ノー

ライセンス，ノーチップス」ポリシーに基づくモデム
チップの販売と特許ライセンスにおける一連の商慣行
は，競合チップメーカーおよび端末メーカーに対する
反競争的行為であるとしてカリフォルニア州北部地区
サンノゼ連邦地裁（以下，「地裁」）に提訴した。2019
年 5 月 21 日に地裁は FTC の主張を認める判決をした
と こ ろ， 同 年 7 月 8 日 に Qualcomm は 控 訴 し た。
2020 年 8 月 11 日，第 9 巡回区控訴裁判所の 3 人の裁
判官による合議体は，Qualcomm の商慣行は超競争的
であっても反競争的ではないと判示し，Qualcomm の
商慣行が競争法（シャーマン法および FTC 法）に違
反するとした地裁の判決は誤りであるとして破棄し
た。本稿では FTC v. Qualcomm 控訴審の判決の全貌
について説明する。

2.事件の経緯
　2.1　Qualcomm の行為

（１）　沿革および標準化活動
　Qualcomm は米国カリフォルニア州サンディエゴ
に本社をおく。1985 年創業の自他ともに認める世界
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有数の移動体通信技術の企業である。全世界で携帯電
話等に使用される 3G（CDMA（Code Division Multiple 
Access）），4G（LTE（Long Term Evolution），LTE-
Advanced）等のモデムチップの開発と特許ライセン
スのビジネスを展開している。
　Qualcomm は，過去数十年間にわたり，標準化団
体において 3G，4G 等の標準規格の策定に参加して技
術革新に貢献するとともに，提案した標準規格を使用
するに際して実施の避けられない標準必須特許（以
下，「必須特許」）を積極的に出願・権利化して，堅牢
な特許ポートフォリオの構築を進めてきた。標準化団
体では，標準規格策定の会合に参加する企業等に，保
有している特許が必須特許であると考える場合には，
その必須特許を公正，合理的，非差別的な条件で誰に
でもライセンスする意思があることを宣言させている

（FRAND（Fair, Reasonable And Non-Discriminatory）
宣言）。QualcommもTIA（Telecommunication 
Industries Association）やATIS（Alliance for 
Telecommunications Industry Solutions）等の標準化
団体で携帯電話の通信技術の必須特許について
FRAND 宣言をしていることから，FRAND 宣言に基
づくライセンスの義務を負っていた。FRAND 宣言の
法的性格を「第三者のためにする契約」とする立場か
らは，FRAND 宣言者は実施者にライセンスする旨の
標準化団体との「契約上の約束」をしたと理解される。

（２）　モデムチップの開発
　また，Qualcomm は，保有する 3G，4G 等の移動体
通信技術に基づいてモデムチップを開発し，外部に製
造を委託して販売を行ってきた。Qualcomm は，必
須特許ポートフォリオとモデム開発力との総合力にお
いて業界では際立った存在である。CDMA モデム
チップ市場およびプレミアム LTE モデムチップ市場

（以下，「モデムチップ市場」）での主な競合企業の
MediaTek，HiSilicon，Samsung LSI，ST-Ericsson，
VIA Telecom（Intel が 2015 年に買収）は，いずれも
Qualcomm に匹敵する必須特許のポートフォリオを
現 在 も 過 去 も 保 有 し て い な い。 ま た，Nokia，
Ericsson，InterDigital などの企業は，Qualcomm に
匹敵する必須特許のポートフォリオを保有している
が，モデムチップ市場では Qualcomm と競合してい
ない。
　Qualcomm のモデムチップ事業は，ライセンス事
業と同様に，大きな成功を収めてきた。2006 年から

2016 年まで，Qualcomm は CDMA モデムチップ市場
でシェア 90％以上の独占力を保持していた。また，
2011 年から 2016 年まで，プレミアム LTE モデムチッ
プ市場ではシェア 70％以上の独占力を保持していた。
これらの期間，Qualcomm はその独占力を利用して，
そのモデムチップに独占価格を課してきた。しかし，
2015 年頃，Intel や MediaTek などの競合チップメー
カーが競争で挽回しだした。2017 年から 2018 年の予
測によれば，Qualcomm は CDMA モデムチップ市場
で約 79％のシェア，およびプレミアム LTE モデム
チップ市場で 64％のシェアを維持している。

（３）　特許ライセンス事業
　Qualcomm は，携帯電話の通信技術の必須特許，
携帯電話の通信技術以外の必須特許，非必須特許の 3
つのカテゴリーからなる特許ポートフォリオ（2018
年 3 月時点で約 14 万件の特許出願と登録特許）を保
有し，特許ポートフォリオ単位で携帯電話・スマート
フォン等の端末メーカー（以下，「端末メーカー」）に
ライセンスして大きな利益を得てきた。その特許ライ
センス事業は非常に収益性が高く，Qualcomm の企
業価値の約 2/3 に相当する。
　Qualcomm は，特許ポートフォリオを，サプライ
チェーンの上流にいる競合チップメーカーにはライセ
ンスせず，下流にいる端末メーカーにだけライセンス
し，そのロイヤリティは最終製品の販売価格をベース
にしたレートとしている。この商慣行は Qualcomm
に特有のものではなく，Nokia や Ericsson のような
特許権者も，Qualcomm にならい，端末メーカーに
ライセンスする方が儲かると判断して下流でライセン
スするスキームを構築するようになった。Qualcomm
を含めたこれらの企業は，端末メーカーに対してライ
センスすることで，特許消尽（特許製品の最初の正規
の販売によって，その製品に対する全ての特許権は効
力を失う）の問題を回避しながら，特許技術の価値を
最 大 限 に 活 用 す る こ と が で き る。 な ぜ な ら ば，
Qualcomm が仮に，保有する必須特許をサプライ
チェーンの上流にいる競合チップメーカーにライセン
スすると，競合チップメーカーが彼らのモデムチップ
を端末メーカーに販売した時点で特許権が消尽する。
そうすると，サプライチェーンの下流にいる端末メー
カーは，競合モデムチップで実施されて既に消尽した
特許の受け手になり，Qualcomm の特許ライセンス
に対価を支払う動機付けがなくなってしまうからであ
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る。
（４）　競合チップメーカーとの契約
　一方，競合チップメーカーも Qualcomm の多くの必
須特許を実施せざるを得ない。そこで Qualcomm は，
競合チップメーカーと「CDMA ASIC 契約」を締結し
て，Qualcomm が必須特許で権利主張しないことを約
束し，その引き換えに，Qualcomm から必須特許のラ
イセンスを受けていない端末メーカーに対してはモデ
ムチップを販売しないことを競合チップメーカーに義
務付けた。CDMA ASIC 契約は，法律上は特許侵害に関
する免責条項（patent-infringement indemnifications），
すなわち権利不主張条項として機能するが，実質的に
は Qualcomm の必須特許についてのロイヤリティフ
リーでの実施許諾に等しい（ただし，競合チップメー
カーの顧客にはその効力は及ばない）。
　また，この契約は，競合チップメーカーが端末メー
カーへのモデムチップの供給状況を報告する義務を含
んでおり，Qualcomm は端末メーカーとのライセン
ス交渉やロイヤリティ徴収において報告の内容を活用
することができた。Qualcomm は，必須特許のライ
センス契約をしない端末メーカーにはモデムチップの
販売を拒否する，いわゆる「ノーライセンス，ノー
チップス」ポリシーで，こうした取り組みを強化して
きた。
　すなわち端末メーカーは，モデムチップの購入先と
して Qualcomm またはその競合のチップメーカーを
選択することができる。しかし Qualcomm からモデ
ムチップを購入するには，先立って Qualcomm と特
許ライセンス契約を結ぶことが必要であった。また，
競合チップメーカーからモデムチップを購入するに
も，Qualcomm の ラ イ セ ン ス ポ リ シ ー に よ り，
Qualcomm からの特許ライセンスの直接取得を免れ
ることはできなかった。

　2.2　ライバルや顧客の不満
　Qualcomm は，特許ライセンスとモデムチップの
事業により，移動体通信技術市場で中心的な地位を確
立しているが，Qualcomm 自身は端末メーカーでは
ない。つまり，Qualcomm は，消費者が購入する携
帯電話などの最終製品を製造販売することはなく，
Apple や Samsung のような端末メーカーとは競争法
の観点から「競合」しない。これら端末メーカーは
Qualcomm の顧客である（Samsung はモデムチップ

を外部調達するとともに，内製もしている。内製した
モデムチップは一部の自社携帯電話に使用している
が，外販はしていないので Qualcomm とはモデムチッ
プ市場で競合することはない）。
　過去数十年間，Qualcomm が特許ライセンスとモ
デムチップの事業で成功を収め，モデムチップ市場で
シェアを拡大するにつれ，顧客である端末メーカーや
競合チップメーカーはその商慣行に不満を募らせてき
た。その不満の内容は，Qualcomm による端末メー
カーのみへのライセンス，競合チップメーカーへのラ
イセンスの拒絶，高額な特許ライセンスのロイヤリ
ティ，「ノーライセンス，ノーチップス」ポリシーで
あった。Qualcomm の顧客は，Qualcomm のモデム
チップ価格を「てなずけ」ようと，仲裁の請求・交
渉・チップメーカーを切り換えるとの脅し・訴訟等の
活動と並行して，安価なモデムチップの代替品を探し
続けてきたが，たいていの場合，Qualcomm と和解
するか，あるいは特許ライセンスやモデムチップ供給
について再契約する結果となった。
　競合チップメーカーは，Qualcomm の商慣行，特
にライセンス拒絶が，モデムチップ市場での端末メー
カーの顧客基盤の開拓と維持のみならず市場参入を妨
げ・遅延させ，さらにその成長を制限し，時には市場
から撤退させていると主張した。競合チップメーカー
らは，この行為は結果として反競争的であるだけでな
く，標準化団体における FRAND 宣言によるライセ
ンス義務に違反するものであると主張した。
　また，2011 年と 2013 年に，Qualcomm は Apple と
契約を結んだ。この契約に基づき，Apple が iPhone
用のモデムチップを Qualcomm のみから調達し，毎年
一定量のチップを購入することを条件に，Qualcomm
は購入奨励金として数十億ドルを Apple に提供した。
Intel などの競合企業や，Intel を Qualcomm の代替
チップメーカーとして使おうとしてきた Apple は，
Qualcomm について，競合企業の競争を不能にしなが
らモデムチップ市場で独占を維持するための反競争的
な商慣行を進めてきたと主張している。2014 年，
Apple はこれらの契約を打ち切り，2016 年モデルの
iPhone 用モデムチップを Intel から調達した。

　2.3　地裁の判断
　2017 年 1 月，FTC は 衡 平 法 上 の 救 済 を 求 め て
Qualcomm を地裁に提訴した。FTC は，Qualcomm
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の相互に関連するポリシーと商慣行が，モデムチップ
市場で競合チップメーカーを排除して競争を阻害して
おり，米国の競争法である FTC 法 5 条およびシャー
マン法 1 条，2 条に違反していると主張した。地裁は
Qualcomm のライセンス慣行は，不当な取引制限

（シャーマン法 1 条）であるとともに排除行為（シャー
マン法 2 条）であると結論し，Qualcomm の商慣行
を禁止する恒久的差止命令を下した。地裁の判決は次
の 5 つのエッセンスから構成されていた。

（１）�　Qualcomm の「ノーライセンス，ノーチップ
ス」ポリシーは「端末メーカーに対する反競争的
行為」と「特許ライセンス交渉における反競争的
慣行」に達している。

（２）�　Qualcomm の競合チップメーカーへのライセ
ンス拒絶は，FRAND 宣言に対する違反であり競
争法上の取引義務（シャーマン法 2 条）の違反で
ある。

（３）�　Qualcomm の「モデムチップ市場で大きなシェ
アを奪う」Apple との「独占契約」は，シャーマ
ン法 1 条，2 条に違反する。

（４）�　Qualcomm のロイヤリティは，特許の価値で
はなく，市場シェアと端末価格に基づいて不適切
に定められているため「不当に高い」。

（５）�　Qualcomm のロイヤリティは，同社の「ノー
ライセンス，ノーチップス」ポリシーと相まっ
て，競合チップメーカーの販売に「人為的かつ反
競争的な追加料金を課し」，「競合チップメーカー
のモデムチップの実質的な価格を上昇させ」，結
果として反競争的な排他性をもたらす。

　地裁は，これらのポリシーおよび商慣行は，全体と
して，Qualcomm の競合チップメーカーにとって乗
り越えられない人為的な障壁を作り，競合チップメー
カーの事業を多面的に攻撃することで，実力による競
争を阻止し，消費者に損害を与える，と結論づけた。
Qualcomm は地裁の判決を不服として，第 9 巡回区
控訴裁判所に控訴した。

3.控訴審での争点
　3.1　裁判所における検討のフレームワーク
　第 9 巡回区控訴裁判所（以下，「裁判所」）は以下の
ように検討を進めた。地裁は，関連市場（relevant 
market）を「モデムチップ市場」と適正に定義した。
関連市場とは，競争行為の判断の対象となる製品市場

（product market）および地域的市場（geographic 
market）である。ところが，Qualcomm の商慣行と
その反競争的な影響についての分析は，関連市場であ
るモデムチップ市場を超えて，それよりも大きな携帯
電話市場にまで及んだ。つまりは，地裁の判決の多く
は，端末メーカー（Qualcomm の顧客であって競争
相手ではない）に対する経済的弊害とその結果として
消費者にもたらした高額な負担を考察したものであっ
た。これらの弊害は，たとえ現実のものであっても，
少なくとも直接的に，競争法における意味での「反競
争的」ではない。なぜなら，これらの弊害は，「有効競
争の領域（the area of effective competition）」で取引
の制限または排他的行為をもたらすものではないから
である。
　関連市場の外部での反競争的な影響についての地裁
の考察は，問題の構成方法にそのまま反映されてい
る。例えば，地裁の「端末メーカーに対する反競争的
行為とその結果生じた弊害」についての合理の原則

（その行為の当不当の判断は，その行為が市場に与え
る具体的な反競争効果の有無によりケースバイケース
で 判 断 す る と い う 原 則 ） の 分 析 の 大 部 分 は，
Qualcomm の「ノーライセンス，ノーチップス」ポ
リシーを通じた「端末メーカーに対する反競争的行
為」を詳細に説明している。ところが，地裁は反競争
的弊害に関しては，Qualcomm のロイヤリティが「競
合チップメーカーのモデムチップに追加料金を課す」
ことによって関連市場における自由で公正な競争が阻
害される，という理論を示したが，その内容は十分な
ものではなかった。
　さらに，地裁はこれらの分析を通して，意図的に，
Qualcomm のライセンス慣行（主に端末メーカーに
影響を与えた）とモデムチップ販売に関する慣行（関
連市場）とを区別しなかった。地裁は Qualcomm の
さまざまな商慣行を，相互に関連し補強し合うものと
位置付け，その反競争的効果を「複合的」かつ「循環
的」と表現した。しかし，Qualcomm の行為が相互
に関連していたとしても，関連市場の外部にいる顧客
や消費者への弊害は，競争法の範囲を超えている。
　そこで，裁判所は，「端末メーカーを含めた携帯電
話市場」ではなく，「モデムチップ市場」という関連市
場での Qualcomm の商慣行の影響に焦点を当てるため
に，争点を次のとおりに再整理し，個別に検討した。
・�Qualcomm には，モデムチップ市場で直接競合する



反競争的行為と超競争的行為の境界線

Vol. 74　No. 2 － 87 － パテント 2021

チップメーカーにライセンスする競争法上の義務が
あるか

・�Qualcomm の高額なロイヤリティは，モデムチッ
プ市場に対する反競争的行為か

・�「ノーライセンス，ノーチップス」ポリシーは，モ
デムチップ市場に対する反競争的行為か

・�Qualcomm の Apple との独占契約はモデムチップ
市場に対する反競争的行為か

　3.2�　競合チップメーカーにライセンスする競争
法上の義務の検討

（１）　Aspen Skiing 事件
　これまで最高裁判所が繰り返し強調してきたよう
に，競争相手が好む条件で取引する義務はない。
シャーマン法を含む競争法は，競争者の保護ではな
く，競争の保護のために制定されている。限定的な例
外として競合他社への取引拒絶を違法と認定したの
が，Aspen Skiing Co. v. Aspen Highlands Skiing 
Corp.（米国，最高裁，1985 年）（以下，「Aspen Skiing
事件」）である。Aspen Skiing 事件の概要は次のとお
りである。
　コロラド州アスペンスキー場の 4 つのスキー場のう
ち 3 つを被告 Aspen Skiing が経営し，4 番目のスキー
場を原告 Aspen Highlands Skiing が経営していた。
両社は長年にわたり業務提携を行い，全てのスキー場
に入場できる共通リフト券を提供していた。共通リフ
ト券の収益は，購入者が各スキー場を利用した割合に
応じて両社で分配された。ところが，被告がその分配
方法に不満を持ったことから両社の提携は決裂し，共
通リフト券は廃止となった。その後，被告は自分の 3
つのスキー場だけの共通リフト券を販売した。また，
原告は，4 番目のスキー場へのスキーパスと被告のス
キー場への 1 日リフト券の引換券（額面で払い戻し可
能）からなる独自のパッケージを販売しようとした。
しかし，被告はこの引換券の受け取りや原告へのリフ
ト券の販売を拒否した。最高裁では，被告の共通リフ
ト券の販売拒否は冷酷で略奪的な行為ではないとして
も，ビジネス上の正当理由の主張もなく，スキーヤー
が原告との取引に消極的になるような努力をしたとし
て，被告がスキーサービスの市場を独占していたとい
う原 告 の 主 張 を 認 め た。そ の 後，Verizon v. Law 
Offices of Curtis V. Trinko（米国，最高裁，2004 年）

（以下，「Trinko 事件」）は，競争相手に協力する義務

はないとする原則の例外として，Aspen Skiing 事件の
次の 3 つの反競争的行為となる要件を示し，Aspen 
Skiing 事件の例外を「シャーマン法 2 条の責任の限界
またはそれに近い事例」であると説明した。
Aspen 第 1 要件：その企業が自発的に行ってきた利
益のある取引方法を一方的に終了させた，
Aspen 第 2 要件：短期的な利益を犠牲にして，競争
を排除してより高い利益を長期的に得ることが，唯一
考えられる根拠あるいは目的である，
Aspen 第 3 要件：取引拒絶には，被告が既存の市場
で同様の状況にある他の顧客に既に販売している製品
を含む。
　その後，MetroNet 事件（米国，第 9 巡回区控訴裁，
2004 年）で Aspen Skiing 事件の 3 要件は反競争的行
為の判断基準として確立された。

（２）　Aspen Skiing 事件の要件の再検討
　裁判所は次のように判断した。Qualcomm の競合
チップメーカーへの消尽する必須特許ライセンスの提
供の拒否が Aspen Skiing 事件の 3 要件を満たすとい
う 地 裁 の 結 論 は，Qualcomm の 商 慣 行 と Aspen 
Skiing 事件での行為との重要な相違を無視しており，
Aspen Skiing 事件の要件はまれな状況においてのみ
適用されるべきであるという Trinko 事件の警告を無
視している。
　Aspen 第 1 要件については，地裁は，チップメー
カーへのライセンスという従来の慣行に関して，
Qualcomm は「自発的に行ってきた収益性の高い取
引方法を終了させた」と誤った判断をした。地裁は，
この判断の根拠として，唯一，チップメーカーへの
3％のロイヤリティのライセンスに関する Qualcomm
の弁護士からの電子メールを採用した。しかし，この
電子メールは 1999 年に送られたもので，Qualcomm
が CDMA モデムチップ市場で独占力を獲得する 7 年
前ものことである。また，Qualcomm は，競合チッ
プメーカーに「消尽する」ライセンスを許諾したこと
はないと主張している。実際，1999 年の電子メール
が示すように，チップメーカーとの有償ライセンス契
約はチップメーカーの顧客には実施許諾しないことを
明示した「消尽しない」ライセンス契約であった。
　Qualcomm によると，同社は特許法の特許消尽論
の発展に対応して，「消尽しない」ライセンス契約を
主張し続けるのは困難になったと考え，停止した。つ
まりは，FTC は，Qualcomm がモデムチップ市場で
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独占的な地位を得た 2006 年当時から現在までの間に，
チップメーカーに対して，「消尽する」ライセンスを
許諾したという証拠を（従ってライセンスを終了させ
たという証拠も）提示できておらず，Aspen 第 1 要
件は立証されていない。
　Aspen 第 2 要件については，Qualcomm がライセ
ンス対象をチップメーカーから端末メーカーへ「切り
替えた」理由は，「競争を排除してより高い利益を長
期的に得るために短期的な利益を犠牲にする」もので
はない。むしろ，Qualcomm は，特許消尽論の転換
に対応するため，競争への影響にかかわらず，短期的
にも長期的にも「ずっと儲かる」道を選択した。
Qualcomm の目的は短期的にも長期的に利益を拡大
することであるので，Aspen 第 2 要件は存在しない。
　Aspen 第 3 要件については，地裁は，必須特許の
ライセンスに際して，Qualcomm が特定のチップメー
カーをターゲットとして反競争的な扱いをしたという
証拠を得られなかった。Aspen Skiing 事件では，被
告は，リフト券を他の希望する買い手（他のスキー場
を含む）には販売していたにもかかわらず，小規模の
競合スキー場（原告）への販売を拒絶した。この拒絶
は，その小規模の競争相手を廃業に追い込むことを目
的としていた。Qualcomm は，端末メーカーへライセ
ンスするポリシーをモデムチップ市場の全ての競合
チップメーカーに対して平等に適用しており，これら
の競合チップメーカーが Qualcomm の特許を実施し
ていても，特許権の行使を控えている。むしろ，
Qualcomm は，競合チップメーカーと「CDMA ASIC
契約」を締結することで，特許権侵害に対する免責

（indemnifications）を提供している。すなわち Aspen 
Skiing 事件でスキーヤーにリフト券の販売を拒否し
ながらも，そのスキーヤーをリフトに無償で乗せるの
と同じことである。このように，Qualcomm の端末
メーカーに対するポリシーは「ノーライセンス，ノー
チップス」であるが，競合チップメーカーに対するポ
リシーは「ノーライセンス，ノープロブレム」と説明
できる。Qualcomm は，「ノーライセンス，ノープロ
ブレム」ポリシーを全ての競合チップメーカーに平等
に適用しているのであるから，Aspen 第 3 要件は満た
されない。
　Aspen Skiing 事件の 3 つの要件がいずれも存在し
ないことから，地裁が，Qualcomm が競合チップメー
カーにライセンスする競争法上の義務を負っていると

判断したのは誤りである。裁判所は，Qualcomm の
端末メーカーへライセンスするというポリシーは，斬
新ではあるが，シャーマン法の反競争的な違反行為で
はないと判断した。

（３）�　競合チップメーカーにライセンスする FRAND
宣言に基づく義務の検討

　FTC は，Qualcomm は Aspen Skiing 事件に基づく
競争法上の取引義務を負うとする地裁の判断の誤りを
認めながらもなお，Qualcomm がシャーマン法 2 条
に違反する反競争的行為を行っていたと主張した。そ
の 理 由 は，「Qualcomm は， 標 準 化 の プ ロ セ ス

（FRAND 宣言）の一環として，競合チップメーカー
と取引するという自発的な契約上の約束を標準化団体
としており（それ自体が正常な市場競争からの逸脱で
あるが）」，Qualcomm による標準化団体における契
約上の義務違反は，「競合チップメーカーの機会を損
ない，実力による競争をしない点で，シャーマン法 2
条の基準を満たしている」からである。しかし，裁判
所は FTC の主張を否定した。
　たとえ，Qualcomm は標準化団体における FRAND
宣言に基づいて競合チップメーカーにライセンスする
義務を負うとした地裁の判断が正しいとしても，
FTC は，Qualcomm の FRAND 宣言によるライセン
ス義務違反がどのように競合チップメーカーの機会を
損なったかを十分に説明していない。この義務違反は

「Qualcomm による競合チップメーカーの顧客からの
追加料金の徴収を容易にする」ものであると FTC は
主張する。しかし，これは，競合チップメーカーでは
なく，端末メーカーへの独特な商慣行・ライセンスロ
イヤリティでありその弊害の主張である。Qualcomm
のロイヤリティは「チップメーカー・ニュートラル」
で，Qualcomm は全ての端末メーカーからロイヤリ
ティを徴収しているのであって，「競合チップメー
カーの顧客」だけから徴収しているのではない。
　FTC は，Qualcomm の FRAND 宣言によるライセ
ンス義務違反は，関連市場への「参入や投資を阻止す
ること」によって競合チップメーカーに直接的に影響
を与えると主張する。しかし，この主張は Qualcomm
の「CDMA ASIC 契約」の特許侵害の免責の条項が，
事実上のライセンスとして機能し（「ノーライセンス，
ノープロブレム」），競合チップメーカーはモデムチッ
プ を 下 流 に い る 端 末 メ ー カ ー に 販 売 す る 前 に，
Qualcomm の必須特許の実施を無償で許可されてい
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ることを無視したものである（ただし，特許実施許諾
の効力と特許侵害の免責の効力とは法律上厳密には異
なる）。さらに，シャーマン法 2 条違反を証明するに
は，単に競争者に対する弊害を特定するのではなく，
競争自体に対する弊害を特定する必要があるが，
FTC はそのような弊害を特定できていない。
　端末メーカーへのライセンスは，モデムチップ市場
での実力による一層の競争を促進しないという FTC
の結論は，2015～2016 年に MediaTek と Intel が市場
に参入した事実によって否定される。さらに，端末
メーカーとチップメーカーに同時にライセンスするの
は，非効率であって利益の減少につながるという
Qualcomm の弁明は合理的かつ競争促進的な正当化
理由であると認められるところ，FTC はこれを軽視
している。
　さらに決定的なのは，FTC は Qualcomm による反
競争的な弊害を立証しないまま，Qualcomm が弁明
した競争促進的な正当化理由の適否を検討しているこ
とである。FTC が先に反競争的弊害を立証しない限
り，その正当化を行う立証責任は Qualcomm には転
換されないことを認識していない。FTC は合理の原
則の枠組みの下での最初の立証責任を果たしていない
ので，端末メーカーへのライセンスポリシーが競争促
進的で正当であるとの Qualcomm の弁明に対して，
裁判所はあまり批判的ではない。
　FTC は Broadcom v. Qualcomm（米国，第 3 巡回
区控訴裁，2007 年）（以下，「Broadcom 事件」）を取
り上げ，標準化団体での FRAND 宣言によるライセ
ンス義務の約束を破ることは競争法違反に達する可能
性があることを指摘する。しかし，Broadcom 事件で
申し立てられた（この事件における被控訴人である）
Qualcomm の反競争的行為は，「競合するチップメー
カーに特許権を行使せず，端末メーカーにライセンス
している」ということではなく，「意図的に標準化団
体を欺いて，Qualcomm の特許技術を標準規格として
成立させた後で，同社以外のチップセットを使ってい
る競合チップメーカーや顧客に「差別的に高い」ロイ
ヤリティでライセンスしている」というものであった。
　幾つかのアミカスブリーフが，契約法と特許法で解
決すべき民間の紛争に競争法を適用することに警戒感
を示していることも注目される。
　要するに裁判所は，「企業は，取引の価格，条件と
同様，取引相手を自由に選択することができる」とい

う原則に，Aspen Skiing 事件とは別の例外を適用す
べきだという FTC の主張には納得しない。FRAND
条件でライセンスするという標準化団体での約束に違
反しているとの主張については，たとえその違反が
あったとしても，シャーマン法 2 条に違反する反競争
的行為に相当するとは言えない。

　3.3　高額なロイヤリティについての検討
（１）　合理性について
　次に，裁判所は，（Qualcomm が端末メーカーに課
す）ロイヤリティを通じた競合チップメーカーに対す
る「反競争的追加料金」（anticompetitive surcharge）
の強制について検討した。地裁によると，Qualcomm
の不当に高いロイヤリティは，競合チップメーカーの
価格のコントロールを可能にする。なぜなら，端末
メーカーが競合チップメーカーのモデムチップを使用
する場合でも，Qualcomm はロイヤリティを受け取
るからである。端末メーカーの立場からすれば，モデ
ムチップの「オールイン」価格には，（競合チップメー
カー）の名目上のモデムチップ価格および Qualcomm
に支払うロイヤリティという追加料金の，2 つの要素
が事実上含まれていることになる。
　地裁の判決のエッセンスは，Qualcomm のロイヤ
リティについての次の認定を前提としている。
①�　不当に高い。その理由は，「Qualcomm の特許の

公正な価値」ではなく，モデムチップ市場での
Qualcomm の独占的なシェアと端末価格に基づい
ているからである。

②�　反競争的である。その理由は，端末メーカーのコ
ストを上げ，端末メーカーは追加のコストを消費者
に転嫁し，端末における他の機能への開発投資を減
らすことを余儀なくされるからである。

　裁判所は，地裁の「反競争的追加料金」理論は，反
競争的弊害について説得力ある説明ができていないと
考えた。その代わりに，特許損害賠償額の算定に関連
する連邦巡回区法についての誤解に基づいて，競争法
上の責任と特許法上の責任とを混同し，関連市場の範
囲外にある「端末メーカーに対する反競争的な弊害」
を 不 適 切 に 考 慮 し て い る。 さ ら に， 裁 判 所 は，
Qualcomm のロイヤリティレートは不当であるとい
う地裁の結論を受け入れたとしても，地裁の追加料金
理論は，法律的にも論理的にも失当であると判断す
る。
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　第一の理由は，Qualcomm のロイヤリティレート
は端末価格に基づくものであるから「不当」であると
いう地裁の決定は，LaserDynamics v. Quanta（米国，
CAFC，2012 年）の「特許の寄与率のルール」と最
小販売可能特許実施単位（Smallest Salable Patent-
Practicing Unit，以下，「SSPPU」）に関する規範を
誤解しているからである。地裁は，「ロイヤリティは
製品全体ではなく，SSPPU に基づくことが一般的に
要求される」と述べている。しかし，携帯電話の中の
モデムチップが携帯電話の SSPPU であることを認め
たとしても，地裁の分析には根本的な不備がある。
SSPPU の概念が「合理的なロイヤリティ」計算のた
めの一般化されたルールであると判示した裁判はな
い。そうではなく，この概念は，陪審裁判において，
特許の損害額についての専門家の複雑な証言を陪審が
検討するときに，混乱を最小限にするためのツールと
して使用されるものである。
　第二の理由は，「不当なロイヤリティレート」とす
る地裁の結論が，ロイヤリティが特許の現在の本質的
価値を正確に反映しておらず，他社の特許ポートフォ
リオのレートと一致していない限り，競争法の観点で

「反競争的」であると誤ってみなしていることである。
地裁も FTC もこの提案を裏付ける判例法を提示して
いないが，これは競争法ではなく特許法の問題である。
　第三の理由は，ロイヤリティレートと特許ポート
フォリオの「公正な価値」との差が競争法上の「反競
争的弊害」になると仮定しても，主たる弊害は，その
ロイヤリティレートを支払うことに同意した端末メー
カー（Qualcomm の顧客）に対するものであって，
競合チップメーカーに対するものではない。これらの
弊害はモデムチップ市場である関連市場の「有効競争
の領域」の外側にあり，これらの関連市場における競
争に直接的な影響はない。

（２）　「人為的な追加料金」について
　Qualcomm のロイヤリティレートに「合理性」があ
るにもかかわらず，これらのロイヤリティが競合チッ
プメーカーのモデムチップ販売への「人為的な追加料
金」（artificial surcharge）を構成するとの地裁の認定
は誤りであった。地裁が追加料金理論に関して依拠し
た主たる事件は Caldera v. Microsoft（米国，連邦地
裁，1999 年）（以下，「Caldera 事件」）である。この
事件では，Microsoft は OEM（パソコンメーカー）に
対し「OEM が出荷した全てのマシンについて，そのマ

シンに搭載されているのが Microsoft の OS（オペレー
ティング・システム）である MS-DOS か他社の OS
であるかにかかわらず，ロイヤリティを支払うこと」
を要求した。Microsoft のポリシーは，最終製品に
Microsoft 以 外 の OS が インストールされ ており，
Microsoft の付加価値が含まれていない場合であって
も，競合他社の OS に対して税金のようにロイヤリ
ティを課すという「実際的な排他性の効果」があり，
この隠された追加料金は，Microsoft が独占性を確保
するための関連する慣行と相まって，シャーマン法 2
条に違反する反競争的行為に達すると判示された。
　Qualcomm のロイヤリティは，Caldera 事件で問題
となった OS ロイヤリティとはその性質が異なる。
Qualcomm が端末メーカーに必須特許をライセンス
する場合，その必須特許は，端末メーカーが携帯電話
を消費者に販売するためには必要不可欠であり，端末
メーカーが使用するのが Qualcomm のモデムチップ
か，Qualcomm の競合チップメーカーの製造・販売
したモデムチップかは関係がない。また，Caldera 事
件において他社の OS を製品にインストールした
OEM が，実際に使用している他社の OS とインス
トールされていない MS-DOS の両方にロイヤリティ
を支払う必要があったのとは異なり，本裁判では，端
末メーカーは Qualcomm 以外のモデムチップを使用
した場合にライセンスを二重に支払うことはない。
従って，Microsoft の商慣行とは異なり，Qualcomm
の商慣行には「実際的な排他性の効果」がない。
　また，FTC は，Qualcomm のロイヤリティレート
が競合チップメーカーの売上への反競争的な追加料金
となるのは，Caldera 事件における理由ではなく，む
しろ Qualcomm がロイヤリティを使って，自らのモ
デムチップには反競争的な超低価格を設定して，競合
チップメーカーの利益を圧迫し，研究開発への必要な
投資を妨げているからであると示唆している。しかし
この種の行為は，材料と完成品の両方を販売する垂直
統合型の事業者が，原材料の価格を上昇させる一方で
完成品の価格を比較的抑えることで完成品の市場にお
いて競争相手を排除するもので，プライス・スクイー
ズ（price squeeze）と呼ばれるものである。プライ
ス・ ス ク イ ー ズ は，Pacific Bell Telephone Co. v. 
linkLine Comm.（米国，最高裁，2009 年）において，
略奪的価格設定（コストを下回る請求）でない限りは
消費者に利益を与え競争を害することはないとして，
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競争法上の責任の根拠として却下されている。
　FTC は Qualcomm による略奪的な価格設定の証拠
を提出していないにも関わらず，地裁の分析は全体的
に「Qualcomm はモデムチップに独占価格を課して
いる」とする正反対の命題を前提としている。地裁
は，競合他社が CDMA モデムチップを市場に投入す
る時にのみ，Qualcomm は価格を引き下げたことを
責めるが，これはまさに「法が奨励するごく普通の価
格競争」であるとする Qualcomm の主張に，裁判所
は同意する。

　3.4�　「ノーライセンス，ノーチップス」ポリ
シーについての検討

　FTC の「ノーライセンス，ノーチップス」ポリシー
に関する分析は，端末メーカーに対する「反競争的弊
害」，すなわち関連市場の範囲外への影響のみにほぼ
焦点を当てている。
　地裁は，Qualcomm のポリシーを「端末メーカー
に対する反競争的行為」，「特許ライセンス交渉におけ
る反競争的慣行」と呼んだ。しかし，このポリシーが
競合チップメーカーにどのように直接的に影響を与え
たか，「有効競争の領域」を歪めたかを明らかにしな
かった。端末メーカー各社は一貫して Qualcomm の

「ノーライセンス，ノーチップス」ポリシーを「業界
で唯一」だと説明するが，反競争的弊害に関する説得
力ある理論を明確に示すものはなかった。そうではな
く， 端 末 メ ー カ ー は モ デ ム チ ッ プ の 購 入 先 が
Qualcomm か競合チップメーカーかに関わらず支払
う必要がある（さもないと Qualcomm からの特許侵
害訴訟のリスクがある）Qualcomm のロイヤリティ
に異議を唱えているのである。
　さらに，端末メーカーは，仲裁請求，交渉，別の
チップメーカーへの切替えの脅し，および競争法訴訟
の脅威または提起により，Qualcomm の価格設定を

「てなずける」ことにある程度成功しているようであ
る。端末メーカーは，より安価なモデムチップの選択
肢を他でも探し続ける活動によって，Qualcomm を
牽制し，Qualcomm と和解やライセンス契約および
モデムチップ供給契約の再交渉などの機会を獲得でき
ることもあった。また，Apple が 2014 年に主要チッ
プメーカーを Intel に変更した事実は，Qualcomm の

「ノーライセンス，ノーチップス」ポリシーが，モデ
ムチップ市場において競争を排除していないことを示

している。
　FTC によると「ノーライセンス，ノーチップス」
ポリシーの問題点は，「Qualcomm は，Apple や Samsung
のような端末メーカーに対しては，たとえ競合チップメー
カーのモデムチップを使っている携帯電話であって
も，端末メーカーが電話一台毎の追加料金を支払うこ
とを要求するライセンスに同意しない限り，モデム
チップの販売をしない」ことであると主張されてい
る。この主張は自己矛盾している。Qualcomm のチッ
プ供給へのアクセスを得るために課される条件（すな
わちライセンスを取得すること）が，端末メーカーが
Qualcomm と競合チップメーカーのどちらを選択す
るかに関係なく適用される場合（これが Qualcomm
のポリシーの本質），その条件は定義上「有効競争の
領域」を歪めたり，競合チップメーカーに影響を与え
たりすることはない。最悪でも，このポリシーは，端
末メーカーがどのチップメーカーからモデムチップを
調達するかに関係なく，モデムチップに支払わなけれ
ばならないオールイン価格（チップ価格＋ライセンス
ロイヤリティ）を引き上げるものである。既に議論し
たように，オールイン価格が合理的か不合理かは，競
争法ではなく特許法上の問題である。さらに，これは
Qualcomm の競合チップメーカーではなく，顧客に
対する潜在的な弊害であるので，関連市場の範囲外に
ある。
　一方，裁判所は，ロイヤリティが正当な理由を次の
ように示すことができる。シャーマン法もその他の法
令も，Qualcomm が，①モデムチップの販売と独立
して必須特許をライセンスしロイヤリティを徴収する
こと，②モデムチップの顧客の基礎としてライセンス
を受けた端末メーカーに限定すること，を禁止しな
い。先に述べたとおり「原則として企業は，取引の価
格，条件だけでなく，取引相手を自由に選択すること
ができる」。実際，FTC も「Qualcomm は，競合チッ
プメーカーのモデムチップで実施される特許を保有し
ており」「ロイヤリティを徴収する権利がある」と認
めている。
　加えて，地裁の「ノーライセンス，ノーチップス」
という批判は，このポリシーを Qualcomm がモデム
チップ購入を条件にして必須特許をライセンスするか
のように真逆に扱っている。もし，端末メーカーが最
初に Qualcomm モデムチップの購入に同意しない限
り，Qualcomm が端末メーカーへの必須特許ライセ
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ンスを拒否したのであれば（「ノーチップス，ノーラ
イセンス」），競合チップメーカーは，排他的行為に基
づき，シャーマン法 1 条，2 条に基づく競争法上の権
利を主張する可能性がある。しかし，仮定的な「ノー
チップス，ノーライセンス」ポリシーとは異なり，

「ノーライセンス，ノーチップス」はチップ・ニュー
トラルであり，端末メーカーが Qualcomm のモデム
チップを買うか，競合チップメーカーのモデムチップ
を買うかによる違いはない。このポリシーでは，端末
メーカーがどのチップメーカーを選択しても，携帯電
話の他の部品と同様にモデムチップに組み込まれてい
る特許技術のライセンスに対して端末メーカーが
Qualcomm に支払うことだけを求めており，競合チッ
プメーカーに影響を与えたりすることはない。

　3.5　Apple との「独占契約」についての検討
　引き続き，裁判所は，2011 年から 2015 年に Qualcomm
がシャーマン法の 1 条，2 条に違反して，Apple と「独
占契約」を締結し，「CDMA モデムチップ市場の大き
なシェアを奪った」とする地裁の事実認定について検
討した。Qualcomm は，Apple との契約は「ボリュー
ム・ディスカウント契約であって，排他的取引契約で
はない」と主張する。排他的取引契約とは異なり，

「ボリューム・ディスカウント契約は，競争法上合法
である。」「なぜなら，消費者が他のサービスを利用す
ることをその契約は妨げない」。同様に，「需要の大部
分をその企業から購入する顧客へ大幅なディスカウン
ト」を提供する条件付契約は，「他の売り手からの特
定の商品の購入を妨げない限り，」現実上または実際
上，排他的な取引の取決めではないからである。
　地裁は，Apple との契約はボリューム・ディスカウ
ント契約ではなく，「事実上の独占取引」であって，

「Apple に需要の相当量を Qualcomm から購入するよ
う強要し」，それによって「CDMA モデムチップ市場
における「競争を実質的に排除した」と結論づけた。
　記録によれば，関連する期間（2011 年から 2015 年）
において，Qualcomm が Apple との契約に関して直
面した唯一の強敵は Intel であった。Intel は，Apple
が Qualcomm と 2013 年の契約を結ぶ前に，モデム
チップの調達先として検討していた企業である。地裁
は，他には特定の競合企業が Qualcomm の Apple と
の契約によって影響を受けた事実を認定していない。
Apple の技術チームが，モデムチップの代替サプライ

ヤーとして Intel を選ぶことを強く推奨し，その翌年
の 2014 年に，Intel が Apple のビジネスを勝ち取っ
たことには議論の余地がない。地裁は「Qualcomm
の独占契約」のため，「Intel が Apple にモデムチッ
プを販売できるのが 2016 年 9 月まで遅れた」と認定
した。ところが，記録には，2014 年 -2015 年以前に
Intel が Qualcomm の有力な競争相手だったことや，
2013 年の契約のせいで Apple の CDMA モデムチッ
プの Intel への移行が 1 年以上遅れたことを示す証拠
はない。これらの事実から，裁判所は，Qualcomm
と Apple との 2011 年および 2013 年の契約は CDMA
モデムチップ市場における競争を実質的に排除するよ
うな現実上または実際上の効果はなかったと判断する。
　さらに，「原則として過去の不正に差止命令を出す
ことはできない」。すなわち，差止命令は将来効であ
るため，不正行為が継続しているか，再発するおそれ
がある場合にのみ発される。たとえ Apple との契約
が，関連市場における競争を実質的に排除する独占取
引契約であるとの地裁の判断に同意したとしても，こ
れらの契約が現在または将来の反競争的弊害の脅威を
もたらさないことは明白である。

4.判決
　裁判所は，次のとおり判決した。反競争的行為は，
連邦競争法の下では違法である。超競争的行為はそう
ではない。Qualcomm は，長年にわたり 3G および
4G のモデムチップ市場を支配しており，その商慣行
は，より広い携帯電話および技術市場においても，強
力で破壊的な役割を果たしてきた。
　裁判所の責務は，Qualcomm の成功を許したり罰し
たりすることではなく，FTC が合理の原則の下で，
Qualcomm の慣行が「不正に競争自体を破壊する傾向
がある行為」へと一線を越えたことを立証する責任を
果たしたかどうかを評価することである。その結論と
して，FTC はこの責任を果たしていないと判断した。
　第一の理由は，Qualcomm は，競合するチップメー
カーに必須特許をライセンスする競争法上の義務を
負っておらず，Qualcomm が必須特許を端末メーカー
にのみライセンスするという慣行は，シャーマン法 2
条に違反する反競争的行為には達していないからであ
る。また，たとえ Qualcomm が FRAND 宣言による
ライセンス義務に違反していたとしても，その違反に
対する救済は契約法および特許法にある。第二の理由
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は，Qualcomm のロイヤリティと「ノーライセンス，
ノーチップス」ポリシーは，競合チップメーカーのモ
デムチップの販売に反競争的な追加料金を課すもので
はない。Qualcomm のビジネスモデルのこうした側
面はむしろ「チップメーカー・ニュートラル」であ
り，関連市場における競争を阻害するものではない。
第三の理由は，Qualcomm の Apple との 2011 年およ
び 2013 年の契約は，CDMA モデムチップ市場におけ
る競争を実質的に排除するという現実上または実際上
の効果をもたらしていない。さらにこれらの契約は数
年前に Apple 自身によって解除されており，もはや
禁止するものではない。従って，裁判所は，地裁の判
決を破棄し，地裁の差止命令と略式判決の一部を取り
消した。

5.おわりに
　Qualcomm の「ノーライセンス・ノーチップス」
ポリシーに基づくモデムチップの販売と特許ライセン
スの一連の商慣行が反競争法的行為であるとして

FTC が訴えていた事件について，第 9 巡回区控訴裁
判所での控訴審判決の全貌について説明した。本稿の
執筆中，FTC は控訴審判決に対して第 9 巡回区控訴
裁判所の大合議での再審理を請求したが，同裁判所は
これを棄却したとの情報に接した。最高裁判所への上
告を含めて，FTC の今後の動きが注目される。本稿
が，Qualcomm の「ノーライセンス・ノーチップス」
ポリシーに基づく活動について関心ある読者の参考に
なれば幸甚である。本稿をまとめるにあたって次世代
パテントプラットフォーム研究会のメンバーのご助言
をいただいた。ここに感謝申し上げる。
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